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第４章 解散・合併 

１ 解散・合併の手続き 

次のような事由が生じた場合には，県または権限移譲市町への申請，届出等が必要です。なお，

申請については，県または権限移譲市町の認証(解散については認定)を受けることが必要です。 

 

（１）申請・届出等（解散関係） 
 

申 請 ･ 届 出 事 由 様     式 添  付  書  類 

解 散 届 出 

(P4-6参照) 

 

次の事由により解散した場合 

・ 社員総会の決議 

・ 定款で定めた解散事由

の発生 

・ 社員の欠亡 

・ 破産手続開始の決定 

解散届出書 

（規則第１１条 第７号様式） 

 

○ 解散及び清算人の登記をしたこと

を証する登記事項証明書 

 

解 散 認 定 申 請 

(P4-7参照) 

目的とする特定非営利活動

に係る事業の成功の不能に

より解散する場合 

解散認定申請書 

（規則第１０条 第６号様式） 

○ 事業の成功の不能の事由を証する

書面 

清算人就任届出 

(P4-10参照) 

清算中に清算人が就任した

場合（清算人の交代，清算

人の追加等） 

清算人就任届出書 

（規則第１２条 第８号様式） 

 

○ 当該清算人の登記をしたことを証

する登記事項証明書 

残 余 財 産 譲 渡 

認 証 申 請 

(P4-11参照) 

残余財産を譲渡する場合 

(定款に残余財産の帰属先の

規定がない場合に限る。) 

残余財産譲渡認証申

請書   

（規則第１３条 第９号様式） 

なし 

清 算 結 了 届 出 

(P4-12参照) 

清算が結了した場合 清算結了届出書 

（規則第１４条 第１０号様式） 

○ 清算結了の登記をしたことを証す

る登記事項証明書 
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（２）申請・届出等（合併関係） 

 

申 請 ･ 届 出 事 由 様     式 添  付  書  類 

合併認証申請 

(P4-15参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他の特定非営利活動法人と

合併する場合 

合併認証申請書 

（規則第１５条 第１１号様式） 

○合併の議決をした社員総会の議事録

の謄本（１部） 

○ 定款（２部） 

○ 役員名簿（２部） 

○ 各役員の就任承諾書及び誓約の謄

本（１部） 

○ 各役員の住所又は居所を証する書

面（住民票など）（１部） 

○ 社員名簿（10人以上記載）（１部） 

○ 確認書（１部） 

○ 合併趣旨書（２部） 

○ 合併当初の事業年度及び翌事業年

度の事業計画書(２部） 

○ 合併当初の事業年度及び翌事業年

度の活動予算書（２部） 

合併登記完了

届 出 

(P4-17参照) 

 

合併に関する登記をした場

合 

合併登記完了届出書 

（規則第１６条 第１１号様式の２） 

 

                    

○ 合併登記をしたことを証する登記

事項証明書（１部） 

○ 登記事項証明書の写し（１部） 

○ 合併の時の財産目録（２部）  
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２ 解散と清算 

  法人が消滅するためには，活動の停止を示す「解散」という手続きと，財産の整理をする

「清算」という手続きが必要です。つまり，解散は，法人に関する法律関係と残余財産を整

理する段階に入ることをいい，解散したからといって直ちにＮＰＯ法人としての責任がなく

わけではありません。 

 法人の消滅は，残余財産を引き継ぎ，「清算結了の登記」を行い，所轄庁にその旨を届け出

ることによって完了します。 

※ 清算中の ＮＰＯ法人は，裁判所の監督の下で清算を行います。 

 

（１）解散 

ＮＰＯ法人は，次の事由によって解散します（法第３１条第１項各号）。 

①  社員総会の決議 

ＮＰＯ法人の総社員の４分の３以上の承諾が必要です。ただし，定款に別段の定め

があるときは，それによります。 

②  定款で定めた解散事由の発生 

ＮＰＯ法人は，定款に定めることにより，法に規定する事由以外に解散の事由を定

めることができます。 

③  目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能により解散する場合は，所轄庁

へ解散認定申請書を提出し，認定を受ける必要があります。「成功の不能」とは，そ

の法人が主たる目的としている特定非営利活動に係る事業について，単に法人が「不

能である」と考えるだけではなく，当該事業に関する様々な状況を判断して，実質的

に成功の見込みが全くなくなっているという客観的な事実を証する書面の添付が必要

です。 

④  社員の欠亡 

 社員がまったくいなくなった場合をいいます。 

⑤  合併 

     ＮＰＯ法人は他のＮＰＯ法人と合併することができます。合併により消滅すること

になるＮＰＯ法人は解散します。合併には新たなＮＰＯ法人を設立する方法と一方の

ＮＰＯ法人が他のＮＰＯ法人を吸収する方法があります。 
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⑥  破産手続開始の決定 

 法人が債務を完済することができなくなった場合には，裁判所は，理事若しくは債

権者の申立てにより又は職権で破産手続開始の決定をします（法第３１条の３）。 

⑦  法第４３条に規定する設立認証の取消し 

所轄庁は，法第４２条の改善命令に違反した場合であって他の方法により監督の目

的を達成することができないときや３年以上にわたって事業報告書等の提出を行わな

いとき等は，ＮＰＯ法人の認証を取り消すことができます。 

 

ＮＰＯ法人が解散する場合，以下の手続きが必要です。 

所轄庁に解散届出書を提出する必要がある場合 

 上記の①社員総会の決議，②定款で定めた解散事由の発生，④社員の欠亡，⑥破産手続開

始の決定により解散する場合は，法務局において解散及び清算人就任の登記を行い，その登

記事項証明書を添付して，所轄庁に解散届出書を提出する必要があります。 

 

所轄庁に解散認定申請書を提出する必要がある場合 

 上記（１）の③目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能により解散する場合は，

所轄庁へ解散認定申請書を提出し，認定を受ける必要があります。 
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（２）解散・清算の流れ 

団 体（清算人） 県または権限移譲市町 県 民 

 

総会の

決議 

定款の

定め 

社員

欠亡 

事業の成 

功の不能 

認証 

取消 

 

 

合併 

※２ 

 

 

破産 

※３ 

※１                             

認定申請 

破産処理 

                                                                                                                       

解 散 登 記・清 算 人 登 記  

解  散  届  出 ※４ 

     

解散公告※５ 

（債権請求申出の催告） 

催  告 

（判明している債権者へ） 

 

債権請求申出期間（２か月以上） 

 

未解決事務の完了 

債権の取り立て／債務の弁済，債務の分配 

 

残余財産 

なし 

残余財産帰属先の 

定款の定めあり 

残余財産帰先の

定款の定めなし 

  

認証申請    

               

残余財産の引渡し（清算） 

 

 国庫へ 

                         

清 算 結 了 登 記  

  

清  算  結  了  届  出 

 

消    滅 ※６  
 

 

受理 

 

認定 

 

受理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受理 

 

認 証   不認証 

 

 

 

 

 

受理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債 権 

者 

債権請

求 

 

 

※１ 解散の決議，清算人の選任，残余財産の帰属先の選定（定款で総会で定めるとしている場合） 

※２ 合併については４－１３以降のページを参照してください。 

※３ 破産・・・・破産手続開始の決定（裁判所）（破産手続きについては破産法に規定されています。） 

※４ 認証取消の場合は「清算人就任届出」になります。 

※５ 解散公告・・・・官報掲載の義務（法第３１条第４項）（官報掲載は有料）   

※６ 清算結了届出が受理された段階で清算手続きが終了し，法人は消滅します。 
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（３）解散届出 

   社員総会の決議，定款で定めた解散事由の発生，社員の欠亡，破産手続開始の決定によ

り解散する場合は，法務局において解散及び清算人就任の登記を行い，その登記事項証明

書を添付して，遅滞なく県または権限移譲市町に解散届出書を提出する必要があります。 

   

解 散 届 出 に 必 要 な 書 類 部数 ﾁｪｯｸ欄 様式例記載頁 

１  解散届出書（第７号様式） １  4-6 

２  解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書 １  － 

 

第７号様式（第11条関係） 

解 散 届 出 書 

 

                                                      令和○年○月○日 

 

 鹿児島県知事 ○○ ○○ 殿 

 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町○番○号  

名 称 特定非営利活動法人○○○○○ 

清算人の住所又は居所 鹿児島市山下町○番○号    

清算人の氏名 鹿児島 一郎    

電 話 番 号  ○○○（○○○）○○○○   

 

 特定非営利活動促進法第31条第１項第 号に掲げる事由により当法人を解散したので，同

条第４項の規定により，下記のとおり届け出ます。 

記 

１ 解散事由 

２ 残余財産の処分方法 

 

【作成上の留意点】 

1  用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

2  権限移譲市町へ提出する場合は，市町長宛とすること。 

3  「第 号」の部分には，解散事由の区分に応じ，「1」「2」「4」又は「6」を記入すること。 

   第１号 社員総会の決議，第２号 定款で定めた解散事由の発生，第４号 社員の欠亡， 

第６号 破産手続き開始の決定 

4  解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書を添付すること。 
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（４）解散認定申請 

 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能により解散する場合は，所轄庁へ解散

認定申請書を提出し，認定を受ける必要があります。「成功の不能」とは，その法人が主たる

目的としている特定非営利活動に係る事業について，単に法人が「不能である」と考えるだ

けではなく，当該事業に関する様々な状況を判断して，実質的に成功の見込みが全くなくな

っているという客観的な事実を証する書面の添付が必要です。 

  

解 散 認 定 申 請 に 必 要 な 書 類 部数 ﾁｪｯｸ欄 様式例記載頁 

１  解散認定申請書（第６号様式） １   4-7 

２  事業の成功の不能の事由を証する書面 １  － 

  

第６号様式（第10条関係）                             

 

解 散 認 定 申 請 書 
              

                                令和○年○月○日 

 

  鹿児島県知事○○ ○○ 殿 

                                         所 在 地 鹿児島市鴨池新町○番○号   

 名 称 特定非営利活動法人○○○○○ 

代 表 者 の 氏 名 理事長 鹿児島 一郎 

電 話 番 号 ○○○（○○○）○○○○   

 

 特定非営利活動促進法第31条第１項第３号に掲げる事由により当法人を解散することについて，

同条第２項の認定を受けたいので，下記のとおり申請します。 

                     

                             記 

 

１ 事業の成功の不能となるに至った理由及び経緯 

２ 残余財産の処分方法 

 

【作成上の留意点】 

1  用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

2  権限移譲市町へ提出する場合は，市町長宛とすること。 

3  目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能の事由を証する書面を添付すること。 
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３ 清算 

  （１）解散後のＮＰＯ法人 

   ・ ＮＰＯ法人は，解散すると直ちに消滅せず，清算という目的の範囲内で，清算の結了

に至るまでは，存続するものとみなされます（法第３１条の４）。 

   ・ 解散後もＮＰＯ法人は定款に拘束されます。 

   ・ 解散後のＮＰＯ法人は，清算を目的としているため，社員総会で新たな事業を起こす

ような決議をすることはできません。  

   ・ 解散後のＮＰＯ法人は，主たる事務所の所在地を管轄する地方裁判所の監督を受ける

ことになります（法第３２条の２）。 

  

（２）清算人 

・ 清算人は，破産手続開始の決定による解散の場合を除き，原則理事（定款で他の定

めがあるとき，または他の人を総会で選任した場合は，この限りではない。）となりま

す。 

    清算人は，現務の結了，債権の取り立て及び債務の弁済，残余財産の引き渡しを行

うために必要な一切の行為をすることができます（法第３１条の９）。 
 
（３）清算人の職務 

① 現務の結了 

    清算人は，法人の現在の活動を終了させる方向で業務を行うことができますが，現在

の事業を拡大することはできません。 

既に締結されている契約（義務）を遂行するために新たな契約を締結することはでき

ますが，業務を拡大するために新たな資材を購入するなどのことはできません。 

 

②  債権の取立て及び債務の弁済 

ア 清算人は，法人に債権があればとりたて，債務があれば弁済します。 

イ 解散した後遅滞なく，官報及び定款に定める方法により，債権者に対して債権行使

の請求を申し出るよう催告する公告を行い，わかっている債権者には，個別に催告し

ます（法第３１条の１０第１項）。 

この公告は，解散後，遅滞なく官報及び定款で定めた方法によって行わなければな

りません（債権の申出をする期間は２月以上）（法第３１条の１０第４項）。 

 

（注）定款において，公告の方法として官報掲載を定めない場合であっても，①解散

した場合に清算人が債権者に対して行う公告（法第３１条の１０第４項），②清算人

が清算法人について破産手続開始の申立を行った旨の公告（法第３１条の１２第４項）

については，定款で選択した方法とは別途，官報に掲載して行う必要があります。 

 

官報掲載についてのお問い合わせ先 

官報販売所（鹿児島市郡元３丁目１番地９，ＴＥＬ０９９－２８５－００１５） 

 

この結果として，債権が超過していれば残余財産が確定します。債務が超過している 

場合には，裁判所に対して破産手続開始の申立てをしなければなりません。そして，裁 
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判所により破産手続開始の決定が行われ，選任された破産管財人に事務を引き渡すと清 

算人の任務は終了します。 

 

③  残余財産の引渡し 

清算（債権・債務を整理した結果）により残余財産が生じた場合は，これを第三者に 

譲渡しなければなりません。 

ア 定款に残余財産の帰属先が記載されている場合 

解散後，所轄庁の認証を経ることなく残余財産を帰属させることができます。 

イ 定款に残余財産の帰属先が定められていない場合 

  清算人は所轄庁の認証を経て，残余財産を国や地方公共団体に譲渡します。 

※残余財産譲渡認証申請書（第９号様式） 

 

（注１）  ＮＰＯ法人の場合は，社員（表決権をもつ者）が法人の財産について， 

出資金のような持分をもたないため，社員等の構成員に配分することは 

できません。 

（注２） 残余財産の帰属先は，法第１１条第３項に掲げる者（下記）のうちから 

選定されるようにしなければなりません。 

 

１ 他の特定非営利活動法人 

２ 国又は地方公共団体 

３ 公益社団法人又は公益財団法人 

４ 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人  

５ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人 

６ 更生保護事業法（平成７年法律第８６号）第２条第６項に規定する更生保護法人 

 

④  ①～③に付帯する必要な事務（官公庁への届出・申請等） 

 

  （４）法人の消滅 

     清算人は，残余財産の引継ぎが完了したとき「清算結了の登記」を行い，所轄庁に「清 

算結了届出書（第１０号様式）」を提出します。清算結了の登記が終了することによっ 

て法人は消滅します。 

 ※「解散・清算の流れ」は，この手引きの４－５ページをご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4-10 

 

（５）清算人就任届出 

 

清 算 人 就 任 届 出 に 必 要 な 書 類 部数 ﾁｪｯｸ欄 様式例記載頁 

１  清算人就任届出書（第８号様式）  １   4-10 

２  解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書  １   － 

 

第８号様式（第12条関係） 

清 算 人 就 任 届 出 書 

                                              令和○年○月○日 

 鹿児島県知事 ○○ ○○ 殿 

 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町○番○号   

名 称 特定非営利活動法人○○○○○ 

清算人の住所又は居所 鹿児島市山下町○番○号    

清算人の氏名 鹿児島 一郎       

電 話 番 号 ○○○（○○○）○○○○   

 

 私は，特定非営利活動法人○○○○の清算人に就任したので，特定非営利活動促進法

第31条の８の規定により，下記のとおり届け出ます。 

記 

清算人が就任した年月日    令和○年○月○日 

 

 

【作成上の留意点】 

1  用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

2  権限移譲市町へ提出する場合は，市町長宛とすること。 

3  当該清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書を添付すること。 

4  この様式は，清算人の交代，清算人の追加等の理由により清算中に就任した清算人についてのも

のです。 

 



4-11 

 

 

（６）残余財産譲渡認証申請 
 

残 余 財 産 譲 渡 認 証 申 請 に 必 要 な 書 類 部数 ﾁｪｯｸ欄 様式例記載頁 

１  残余財産譲渡認証申請書（第９号様式）  １   4-11 

 

第９号様式（第13条関係） 

残 余 財 産 譲 渡 認 証 申 請 書 

                                               令和○年○月○日 

 鹿児島県知事 ○○ ○○ 殿 

 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町○番○号   

名 称 特定非営利活動法人○○○○○ 

清算人の住所又は居所 鹿児島市山下町○番○号    

清算人の氏名 鹿児島 一郎       

電 話 番 号 ○○○（○○○）○○○○   

 

 

 当法人の解散による残余財産を譲渡することについて，特定非営利活動促進法第32条第２

項の認証を受けたいので，下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 

１ 譲渡する残余財産 

 

 

２ 残余財産の譲渡を受ける者 

 

 

【作成上の留意点】 

1  用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

2  権限移譲市町へ提出する場合は，市町長宛とすること。 

3  残余財産を複数の者に譲渡する場合には，「残余財産の譲渡を受ける者」に，それぞれに譲渡す

る財産に括弧を付して併記すること。 
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（７）清算結了届出 
 

清 算 結 了 届 出 に 必 要 な 書 類 部数 ﾁｪｯｸ欄 様式例記載頁 

１  清算結了届出書（第１０号様式）  １  4-12 

２  清算結了の登記をしたことを証する登記事項証明書  １   － 

  

第10号様式（第14条関係） 

 

清 算 結 了 届 出 書 

                                               令和○年○月○日 

 

 鹿児島県知事 ○○ ○○ 殿 

 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町○番○号   

名 称 特定非営利活動法人○○○○○ 

清算人の住所又は居所 鹿児島市山下町○番○号    

清算人の氏名 鹿児島 一郎       

電 話 番 号 ○○○（○○○）○○○○   

 

特定非営利活動法人○○○○の清算を結了したので，特定非営利活動促進法第32条の３の 

規定により，下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 清算結了年月日      年    月    日 

 

【作成上の留意点】 

1  用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

2  権限移譲市町へ提出する場合は，市町長宛とすること。 

3  清算結了の登記をしたことを証する登記事項証明書を添付すること。 
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４ 合併 

ＮＰＯ法人は他のＮＰＯ法人と合併することができます。その場合，所轄庁に合併認証申請書

を提出し，認証を得る必要があります。 

 法人は，合併の認証の通知があった日から２週間以内に，財産目録，貸借対照表を作成して事

務所に備え置くとともに，官報及び定款に定める方法により，異議のある債権者に対して申し出

るよう公告を行う必要があります（債権者からの異議申出期間は２か月以上必要です。）。 

 合併は登記により効力を発生しますので，合併後存続する法人の主たる事務所の所在地におい

て登記を行う必要があり，登記が完了したら，所轄庁に合併登記完了届出書（第11号様式の２）

を提出する必要があります。 

 

（１）合併の流れ 
団  体 県または権限移譲市町 県  民 

   

受領後２週間以内 

総 会 

合 併 認 証 申 請 

補正（軽微なものの修正） 

受理後１週間以内 

 

 

※該当がある場合 

受 理 

２
週
間 

縦  覧 

・定款 
・役員名簿（役員の住

所又は居所に係る記載の

部分を除いたもの） 

・合併趣旨書 

・事業計画書 

・活動予算書 
２
週
間
と 

２
か
月
以
内 

遅
滞
な
く 

公 表 

インターネットの
利用（又は公報
への記載でも可） 

認証書受領 認 証 

公告※ 

不 認 証 

２
か
月
以
内 

異議申立期間 

２か月以上 
債権者の異議申出 

受 理 

財産目録･

貸借対照表

の備え置き 

閲覧・謄写 

・事業計画書 

・活動予算書 

・合併時の財産目録 

・最新の役員名簿等 
（役員の住所又は居所に係る

記載の部分を除いたもの） 

・定款等 

・最新の定款 

・登記事項証明書

の写し 

・認証書の写し 

必要な手続き終

了後２週間以内 

登  記 

・合併後も存続する法人は変更登記 

・合併により消滅する法人は解散登記 

・合併により設立する法人は設立登記 

遅滞なく 

合併登記完了届出 

・登記事項証明書 

・合併時の財産目録 

・登記事項証明書の写し 

閲覧書類の備え置き 

・主たる事務所 

・従たる事務所 
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（２）合併認証申請 

○申請書類  

合 併 認 証 申 請 に 必 要 な 書 類 部数 ﾁｪｯｸ欄 様式例記載頁 

１ 合併認証申請書（第11号様式）  １  4-15 

２ 合併の議決をした社員総会議事録の謄本  １   － 

３ 定款  ２   － 

４ 役員名簿(各役員の氏名，住所及び役員報酬の有無を記載した名簿)  ２  2-25 

５ 各役員の就任承諾及び誓約書謄本  １  2-26 

６ 各役員の住所又は居所を証する書面（住民票抄本等）  １   － 

７ 社員名簿（社員のうち１０人以上の者の氏名及び住所又は居所を記載した書面）  １   － 

８ 確認書（法第２条第２項第２号及び第12条第１号第３号に該当することを確認したことを示す書

面） 

 １  2-29 

９ 合併趣旨書  ２    － 

10 合併当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書  ２    － 

11 合併当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書  ２   － 

設立時の様式を参考にしてください。 

 

○補正について 

合併認証申請書提出後，申請した書類について不備があるときは，その不備が所轄庁の条 

例で定める軽微なものである場合に限り，補正をすることができます。（申請書を受理した日 

から１週間を経過するまでの間に限ります。 

 

補 正 書 に 必 要 な 書 類 部数 ﾁｪｯｸ欄 様式例記載頁 

１ 補正書（第１号様式の２）  １  4-16 

２ 補正を行う書類  ※   

 

※ ２の補正を行う書類の提出部数は，合併認証申請書提出時と同じ部数です。 
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第11号様式（第15条関係） 

 
合 併 認 証 申 請 書 

 
                                              令和○年○月○日 
 
 鹿児島県知事 ○○ ○○ 殿 
 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町○番○号   

名 称 特定非営利活動法人○○○○○ 

代表者の氏名 理事長 鹿児島 一郎    

電 話 番 号 ○○○（○○○）○○○○   

 

所 在 地 鹿児島市山下町○番○号    

名 称 特定非営利活動法人△△△△  

代表者の氏名 理事長 薩摩 二郎     

電 話 番 号 ○○○（○○○）○○○○   

 
  特定非営利活動法人を合併することについて，特定非営利活動促進法第34条第３項の認証を受

けたいので，下記のとおり申請します。 

 
記 

 
１ 合併後の特定非営利活動法人の名称 
 
２ 代表者の氏名 
 
３ 主たる事務所の所在地 
 
４ その他の事務所の所在地 
 
５ 定款に記載された目的 
 
 
 
 
 
 
 
 
【作成上の留意点】 

1  用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

2  権限移譲市町へ提出する場合は，市町長宛とすること。 

3  「主たる事務所の所在地」及び「その他の事務所の所在地」には，事務所の所在地の番地まで記

載すること。 
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第1号様式の2（第3条の2関係） 

令和○年○月○日 

 

 鹿児島県知事 ○○ ○○ 殿 

 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町○番○号   

名 称 特定非営利活動法人○○○○○ 

代表者の氏名 理事長 鹿児島 一郎    

電 話 番 号 ○○○（○○○）○○○○   

                   

所 在 地 鹿児島市山下町○番○号    

名 称 特定非営利活動法人△△△△  

代 表 者 の 氏 名 理事長 薩摩 二郎     

電 話 番 号 ○○○（○○○）○○○○   

                                  

補  正  書 

 

令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日に申請した[ 補 正 す る 書 類 の 種 類 ]について不備が

ありましたので、特定非営利活動促進法第１０条第４項（同法第２５条第５項及び第３４条第５

項において準用する場合を含む。）の規定により、下記のとおり補正を申し立てます。 

 

記 

１ 補正する申請書又は添付書類の名称 

 

２ 補正の内容 

補正後 申請段階 

第○条 ○○○…… 第○条 △△△△…… 

  

３ 補正の理由 

   補正する理由を記載すること。 

 
【作成上の留意点】 

１ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

 ２ 権限移譲市町へ提出する場合は、市町長宛とすること。 

 ３ [ 補正する書類の種類 ]には、申請書の名称（「合併認証申請書」）を、申請書に添付された書類の

場合は、当該申請書の名称及び当該書類を特定することができる文言（「合併認証申請書に添付する法

第３４条第５項において準用する法第１０条第１項第１号の書類」等）を記載すること。 

４ 「補正の内容」は、補正する箇所について、補正後と申請段階の記載の違いを明らかにした対照表

を記載すること（別紙可）。 

５ 補正書には、補正後の書類を添付すること。ただし、以下の書類について補正を行う場合は、補正

後の書類各２部を添付すること。 

①補正後の定款 

②補正後の役員名簿（各役員の氏名,住所及び役員報酬の有無を記載した名簿） 

③補正後の合併趣旨書 

④補正後の合併当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書 

⑤補正後の合併当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書 
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（３）合併登記完了届出 
   

合 併 登 記 完 了 届 に 必 要 な 書 類 部数 ﾁｪｯｸ欄 様式例記載頁 

１  合併登記完了届出書（第11号様式の２）  １  4-17 

２  登記事項証明書  １   － 

３  登記事項証明書の写し  １   － 

４ 合併の時の財産目録  ２   － 

 

 

第11号様式の２（第16条関係） 

 

合 併 登 記 完 了 届 出 書 

 

                                               令和○年○月○日 

 

 鹿児島県知事 ○○ ○○ 殿 

 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町○番○号   

名 称  特定非営利活動法人○○○○○ 

代表者の氏名 理事長 鹿児島 一郎    

電 話 番 号 ○○○（○○○）○○○○   

 

 合併の登記が完了したので，特定非営利活動促進法第39条第２項において準用する同法第

13条第２項の規定により，届け出ます。 

 

 

 

【作成上の留意点】 

1  用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

2  権限移譲市町へ提出する場合は，市町長宛とすること。 

 

 


